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Abstract 
 
This paper analyzes the problems of the Termination of Contract by Death of a Contractor. It focuses many 
cases and studies on the problems of the Termination of Loan for Use. Finally, it discusses the meaning of the 
Termination of Loan for Use by Death of a Contractor. 
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１ はじめに 
 契約の当事者が死亡した場合には、原則として契約上の地位は相続人に移転し、契約は終了しない。
しかし、例外的に当事者の死亡により契約が終了する場合がある。どのような場合に契約は当事者の
死亡により終了し、そこでの「契約の終了」はどのような意味を持つのか。この視点から、本稿では、
使用貸借を取り上げる。 
 現行民法では、使用貸借は、借主の死亡によって「その効力を失う」と規定されている（599条）。
ここでの効力喪失は契約の終了を意味すると一般に解されており、2017年民法改正法もこの理解に従
い、「使用貸借は、借主の死亡によって終了する」と明規するに至っている（597 条 3 項）。以下で
は、借主の死亡により使用貸借が終了する理由と、そこでの終了の意義を検討したい。 
 本稿は法律行為研究会（椿寿夫主催）における筆者の報告を基礎としており、そこでの議論と「契
約の終了」に関する様々な研究報告から多くの教示を得ている。また、当事者の死亡による「委任の
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終了」については本論集の別稿で検討しており、さらに、これらを含めた当事者の死亡による「契約
の終了」の全体的検討についても別稿を予定している。 
 
２ 立法趣旨 
（１）旧民法  財産取得編 196条 2項に、「借主ノ権利ハ其相続人ニ移転セス但其相続人カ当事者
ノ意思ノ之ニ異ナルコトヲ証スルトキハ此限ニ在ラス」という規定が置かれた。規定の趣旨は次のよ
うに説明された１。「この契約は貸主の死亡によっては終了せず、貸主の相続人は期限まで契約を守ら
なければならない。これに対して、原則として、この契約は借主の死亡により終了し、借主の相続人
は、貸主が相続人に使用の利益を与える意思があったことを証明した場合を除いて、期限前であって
も借用物を返還しなければならない。」以上のように説明された。したがって、借主の権利が相続人
に移転しないことは、借主の死亡により使用貸借が「終了する」ことを意味していた。 
 旧民法の注釈書は、上記の趣旨に加えて、借主の死亡により使用貸借が終了する理由を、使用貸借
が貸主の好意により借主に恩恵を与える無償契約であるから、借主は借用物を十分に保護するように
尽くさなければならず、したがって使用貸借は借主個人に着眼することが最も緊要な契約だからであ
ると説明する２。さらに、このことは使用貸借に必要不可欠な性質ではなく、公益上の問題でもない
から、反対の特約があるとき、または、特約がなくても、当事者に反対の意思があったことを相続人
が立証できたときには、相続人が承継することが説明されている３。 
（２）現行法 
 (ⅰ)趣旨説明  法典調査会で起草者（富井政章）は、現行 599条と同旨の原案（605条）の趣旨
を、次のように説明した。「本条は旧民法財産取得編 196条の通りである。借主の死亡により使用貸
借が効力を喪失するかに関して、外国法は半々に分かれるが、旧民法の規定が最も至当であると考え
る。使用貸借をする当事者の目的は、相手方に対して何か特別な事情があって貸すのである。その相
続人にまで権利が及ぶという意思は通常はまずないと思うから、必要な規定である。」４ 
 (ⅱ)議論の中で  法典調査会では、まず、息子に 5年間使用させるために借りた父親が 1年目に
死亡した場合にも使用貸借が効力を喪失することを問題視する趣旨の発言があった。これに対して、
富井は、「父親が代理人として契約するか、特約をしていないのは不注意であるから、仕方がない」
旨を述べて対応しており、効力を喪失させない特約の有効性を前提としている。 
 次に、貸主が死亡した場合にも同様にすべきだという意見が出された。これに対して富井は次のよ
うに述べた。「使用貸借は、『借主ニ付テ特別ノ事情ガアツテ成立ツ契約デアル』。借主の方が、学
問をしたいが本がないから、本を貸してくれというような、特別な事情があってする契約である。『貸
主ノ方ニハ何モサウ云フ事情ハナイ』。通常の義務と同様に相続人に移転するのが当然である。どこ
の法律を見ても、貸主死亡により契約が『終了』するというのは一つもない。」以上のように述べて、
使用貸借の基礎は借主の特別事情にあると解している。 
 また、梅は、第三者に使用収益を許さない趣旨を強調し、さらに「貸主の死亡で『終了』しては不
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都合である」例として、「無利息で金を貸した場合、貸主が死ねば期限前でもどんどん取り返すとい
うようなこと」を挙げている。消費貸借の例を持ち出すことに疑問は示されておらず、無償契約の例
として受け取られたものと思われる。ここでの趣旨は、借主保護の必要性にあると考えられる。 
 原案に反対する側は起草者の説明に納得せず、「使用貸借ハ『当事者ノ一方』ノ死亡ニ因リテ其効
力ヲ失フ」という修正案を提案したが、採決の結果、原案通りとなった。 
 (ⅲ)小括  借主の死亡により使用貸借の効力が失われる理由は、借主が特別な事情を持っている
という契約の性質と、これに基づく当事者の意思による。さらに、第三者の使用収益を許さないこと
との整合性も理由に加えられている。起草者は「終了」の語を用いており、「効力を失う」ことと「終
了」を区別する意図はなかったことがわかる。 
 起草者は、借主の死亡によっては終了しない特約が有効であることを前提にしている。さらにこれ
に関しては、法典調査会において、本条の次の条文として（原案 605条）「前六条ノ規定ハ別段ノ定
アル場合ニハ之ヲ適用セス」が提案され、起草者は「別段説明スルコトハアリマセン」と述べるだけ
で趣旨を説明せず（ただし、前記(1)の旧民法財産取得編 196条が参照条文として掲げられた）、議長
も「本条ハ別ニ六ケシイコトモナイト思ヒマス」と述べて原案を確定させた５。この第 93回法典調査
会は、次の原案 606条の修正案が提出されたところで閉会となった。次の第 94回は、原案 606条の修
正案の審議から始まり、その次の審議対象は、「第 7 節 賃貸借」の原案「604 条」（賃貸借の定義
規定）となった。したがって、その間に原案 605条は削除されたようであるが、その経緯は不明であ
る。 
 
３ 判例 
 借主の死亡と使用貸借の終了に関する判例を以下に整理する。 
 ［1］大津地判昭和 30.4.7 下民 6巻 4号 648頁 
  事案 Xは、昭和 9年に本件家屋を購入し、養父Aに（使用貸借で）貸与した。Aは、継続的情交関係を結んでいた
Y を呼び寄せて、本件家屋でカフェーを開業し、AY の子二人と同居した。昭和 20 年に Aが死亡したためカ
フェーの営業は廃止したが、Y等は本件家屋に居住し続けた。昭和 29年に提起した本件訴訟でXは、Yに対
して家屋明渡を訴求した。 
  判旨 請求認容。「Yは、AがXの養父としてXから本件家屋の使用を容認されている限り、Aの使用権限の範囲内
においてその補助者としてこれが使用を X に対抗し得るに止まり…すでに A が死亡した後にあっては、もは
や Y が本件家屋に居住することを正当とする理由はなくなったものといわねばならない。」X は解約を告知
したが、解約の有無に拘わらず「YはXからの明渡請求に応じてこれを明渡すべき義務あること勿論である。」 
 本判決は、借主の死亡による使用貸借の終了を認め、明渡請求を認容した。ただし、借主である養
父が、継続的情交関係のあるYを呼び寄せて 11年間同居し、養父の死後も 10年近くYが居座ってい
たといえるケースである。 
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 ［2］最判昭和 32.8.30ジュリ 140号 65頁 
事案 Aは昭和 18､9年頃からBが経営する会社に勤務していたところ、Aが住居に困っていたので、Bがその窮状
をあわれみ本件建物を無償で使用させることにした。Aの死後、昭和 28年にBの相続人Xから、Aの妻Yに
対して明渡が請求された。原審が請求を認容したため、Xが上告した。なお、借主死亡による契約終了は争点
にはなっていない。 
判旨 上告棄却。死亡後も契約は存続することを一応の前提にして、「A 死亡後における本件使用貸借は返還の時
期又は使用及び収益の目的を定めざりしものであつて、貸主は何時にても返還を請求することができるものと
解した」原審に誤りはない。 
 本件の判示内容の意味は、使用貸借成立時には「A の窮状を救う」目的があったが、A の死亡後は
その目的はなくなったという趣旨であると思われる。そうであれば、①借主死亡による契約目的の喪
失を認め、その結果、②599 条の適用（借主の死亡による効力喪失）と同じ帰結（貸主は何時でも返
還請求できること）を認めたことになる。 
 
 ［3］東京地判昭和 39.5.25 下民 15巻 5号 1144頁 
事案 Aは、孫娘二人BCをD学園女子中学に入学させ、その薫陶を受けることをDの理事長Xに依頼し、昭和 27
年 4 月より自宅のある大磯から新宿区にある D 学園に通学させ、D 学園のために陰に陽に協力的態度を惜し
まなかった。その後Aは、XからD学園の学校建設用地の一部を無償で貸与する旨の申出を受けて、昭和 28
年 9月頃に「学校建設に支障がある場合には退去する」条件で本件土地を借り受け、通学用宿舎である本件家
屋を建設し始めたが、建設途中で Aは死亡し、Aの子 Y（BC の父）が建設を継続して昭和 29 年 5 月に完成
し、BCは居住を始めた。昭和 30年 3月にBCはD学園を卒業し、米国留学のために本件家屋を去った。昭和
31年に提起した本件訴訟で、XはYに対して建物収去・土地明渡を訴求した。 
判旨 請求認容。AX 間に孫娘の通学用宿舎を建設するための土地使用貸借契約が成立し、A の死後に Y が本件建
物の建設を継続することをXが黙認したことは、同じ目的でYが本件土地を使用することをXが承認したと
認められるから、AX間と同じ使用貸借関係がXY間に継続された。「してみれば、本件土地使用貸借は、BC
が D 学園女子中学校を卒業するとともに約定による使用目的に基づく使用収益を終ったものというべく、Y
はXに対し本件土地の返還義務を負担するに至ったものといわなければならない。」 
 本件の X は、①借主 A の死亡による使用貸借の終了を主張し、さらに、②仮に A 死後の使用を黙
認したことがXY間の使用貸借を成立させたとしても、BCの卒業により使用貸借の目的が達成され、
X の解除の意思表示により契約は終了したと主張した。判旨は、X の②の主張を認めたわけだが、①
の死亡による終了を認めなかったことは、死亡後の相続人の使用を承認したことよる使用貸借関係の
継続を認めたことであるから、この点に意義があると思われる。 
 本件建物の建設開始から BC の卒業まで１年６ヶ月しかなく、実際の居住期間は約半年である。Y
の主張によれば建設費用は 330万円であり、Xからの 250万円での買取申出をYが拒否したようであ
る。使用貸借成立の原因がA 個人のD学園に対する「協力的態度」にあり、土地が学校建設用地であ
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り、いつでも退去する特約もあり、建物使用可能期間まで居座ることを認めることは無理であろう。 
 
 ［4］仙台高判昭 39.11.16.下民 15巻 11号 2725頁 
事案 山形県A村のB部落の墳墓は、古くは各戸の所有地内に設置されていたが、明治 35年頃にA村の村長が「公
衆衛生その他公共の福祉の見地から」一カ所に集めることを企図し、X寺院が所有する本件土地につき県知事
の墳墓設置の許可を得たうえで、B部落民全員に対して「X寺院の檀徒たると否とを問わず」墳墓を本件土地
に移すように指示した。このため十数年の間に、X寺院の代表者の承諾を得て、Y等の先代を含む部落民の多
くが墳墓を本件土地に移した。その後 B 部落民は、土地の使用料を X 寺院に支払うことなく本件土地を共同
の墓地として使用し、X寺院も、数代の住職の交代を経てもこれを認めてきた。ところが昭和 33年にX寺院
の現住職は、本件土地を墳墓として利用する全部落民に対して墳墓賃貸借契約の締結を求め（賃料は、一度限
り払いの冥加料金千円および毎年米一升宛ての布施行為）、これに応じない Y 等に対して、これまでの使用
貸借契約を解除する旨を主張して土地の明渡を訴求した。 
    一審は、明治 35年頃の墳墓移転に際して、B部落民を代表したA村の村長とX寺院との間の契約により、
部落民各自は本件土地の墓地使用権を取得し、X寺院の土地所有権には墓地使用を応諾すべき負担が付せられ
たと解した。そして、Yが有するこの墓地使用権は「墳墓の所有者がその所有目的を達するために他人の土地
を固定的、永久的且つ支配的に使用する物権的性質を具える権利である」から、Xの解除の意思表示は効力を
生じないと判示して、Xの明渡請求を棄却した。このためYが控訴した。 
判旨 控訴棄却。墳墓移転に際してY等の先代は本件土地を「祖先の墳墓を設置する墓所として使用するため存続
期間の定めない使用貸借契約を結んで、これに基き本件土地部分を使用してきたことを推認することができ
る。そしてこのような土地を墓所として使用するための使用貸借においては、墳墓の永久性からいって、特段
の事実がないかぎり、一般に民法 599条の適用を排除する特約が存するものと解すべきであるから、たとい右
使用貸借が Y らの先代らが借主となって締結したものであつても祖先の祭祀を主宰する被控訴人らにおいて
右使用貸借に基く本件係争墓地の使用権を承継したものと解すべきである。…Yらは使用貸借契約に基き無償
で本件係争墓地上に墓石を建設所有し墓所として占有使用する権原を有する」。 
 Xは使用貸借の解除を主張するが、「墳墓の存置を目的とする墓地の使用貸借は、特に返還時期の定めがあ
つたことを認められない本件においては、墳墓が存置せられてある限り契約に定めた目的による使用収益を終
わらないものと解すべきは当然であるから、民法 594条 3項等一定の解除事由がない限り貸主は一方的に使用
貸借契約を解除することができない」が、本件には「かかる解除の事由が存在することについては、なんらの
主張立証もない」。 
 本件一審の物権的構成を支持して、控訴審の使用貸借構成には疑念を示す学説がある６。使用貸借
構成であっても、墓地使用権であるから、借主の死亡が契約終了をもたらさないことは当然である。
契約当事者の信頼関係ではなく、当事者の意思推測または契約目的が、終了しない根拠になるだろう。 
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 ［5］大阪地判昭和 40.4.24 判タ 175号 176頁 
事案 明治 45年頃に、Aは、Xの承諾を得て、X所有の本件土地の地下五尺（165cm)に直系二寸(6,6cm)の引水用
の土管を埋設して、自己の土地に水を引き飲料水としてきた。当時は井戸水を確保できない山腹の地域の慣習
として、土地所有者は飲用水確保の必要がある場合には、好意的に無償でこのような土地の（墜道の）使用を
許していた。昭和 22 年に Aが死亡しYが相続して本件土地の使用関係を承継した。昭和 31 年に提起した本
件訴訟で、X は Y が本件土地をこのような使用をする権利がないことの確認を求めた（原審では損害金を請
求したが、控訴審である本件で訴えを変更したようである）。 
判旨 請求認容（と思われる）。「契約締結の動機並びに契約の目的及び性質に鑑み、Xにおいて本件土地を使用
するにつき支障が生じない限り Y 一家の飲料水の必要が解消されるまではいつまでもその使用を続けること
ができる代りに、他に飲料水が確保されるに至った場合はもとより、その必要性が存続する場合においても控
訴人の本件土地利用の妨げとなった場合には、契約を解除されてもやむを得ない性質のものであることが認め
られる。以上認定の事実によれば、本件土地使用契約の性質は、Y主張のような地役権であるとは到底解する
ことはできず期限の定めのない使用貸借であると解すべきである。」 
 この「地区においては昭和三四、五年頃に公営の簡易水道ができ、その結果長年附近の住民を悩ました飲料
水の不足は解消し、Yにおいても右水道の利用により飲料水に事欠くことはなくなった事実が認められる。そ
うするとさきに認定した本件契約の動機目的及びその性質に鑑み、本件契約に定められた目的に従った使用収
益は終ったものと解するのが相当であるから、Xはこれを理由に右契約を解除し得るものと解すべく、したが
ってYは右契約解除により本件土地の隧道を使用する権限を失うに至ったものというべきである。」 
 本件では使用借人Aの死亡は問題とされておらず、当然のようにYが使用権を相続したことが認定
されている。飲料水確保のための使用貸借であるから、その必要性がある限り使用借権は承継されて
いくことが認められると思われる。 
 なお、本件で使用権の不存在が確認されたことに関して、「土地の地下の利用であり、土地所有者
に損害を与える使用方法ではないから、簡易水道ができても、土地所有者の側から引水用の土管の撤
去を強要したり、高額の使用料を要求することは権利の濫用になるが、本件では逆に、使用借人側が
好意に感謝する態度を微塵も現さず、永久無償の地役権を主張して妥協しない態度を貫いている事情
があるため、使用権の不存在確認を請求することが権利濫用にならない」という旨が、併せて判示さ
れている。 
 
 ［6］最判昭和 47.7.18家月 25巻 4号 36頁 
事案 戸主 Aは、昭和 9 年に夫 B 所有の土地上に本件建物を建築して所有し、夫と共に居住していた。Aは昭和
20 年 1 月に隠居し、長男X が家督相続により本件建物の所有権を取得した。ところが、Aは、本件建物（お
よび「借地権」）を長女Yに贈与する旨の遺言を残して昭和 35年に死亡した。Yは、本件建物につき遺贈を
原因とする所有権移転登記を経由した。詳細不明であるが、土地所有権を取得したと思われる X が、Y に対
する本件訴訟において、①本件建物の所有権を争うとともに、②予備的請求として建物収去・土地明渡を訴求
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した。原審は、いずれの請求も棄却し、②予備的請求についてはAB間に本件建物を利用するための地上権が
設定され、それがYに譲渡されたと認定した。これに対してXが上告した。 
判旨 予備的請求について破棄・差戻。①隠居に伴う家督相続により所有権を取得したXは、登記がなければ、そ
の後に遺贈により所有権を取得した第三者Yに対抗できない。 
 ②「夫婦その他の親族の間において無償で不動産の使用を許す関係は、主として情義に基づくもので、明確
な権利の設定もしくは契約関係の創設として意識されないか、またはせいぜい使用貸借契約を締結する意思に
よるものにすぎず、無償の地上権のような強力な権利を設定する趣旨でないのが通常であるから、夫婦間で土
地の無償使用を許す関係を地上権の設定と認めるためには、当事者がなんらかの理由でとくに強固な権利を設
定することを意図したと認めるべき特段の事情が存在することを必要とするものと解すべきである。」しかし、
本件では「BがAに本件土地を無償で使用することを許諾した事実は肯認することができても、これをもつて
使用貸借契約にとどまらず地上権を設定したものと解するに足りる理由を見出すことはできない」。 
 本件の遺贈の対象が地上権ではなく使用借権であれば、差戻を受けた裁判所は、その遺贈の可能性
を判断しなければならないだろう。しかし、受遺者である使用借人の死亡により使用貸借が終了する
か否か、終了しなければ建物の使用目的によることになるがその内容・是非等に関しても、さらに、
夫婦間の使用貸借が、兄弟間でも維持されうるものなのか、本判決からは不明である。特に、X が土
地所有権を取得した時期（XY 間での使用貸借成立の可能性）が重要になると思われる。 
 
 ［7］大阪高判昭 55.1.30判タ 414号 95頁 
事案 明治 41年頃に土地所有者Aの懇望により使用貸借契約が成立し、貸主Aの土地上に借主Bは本件建物を建
てた。その後 B が死亡して C がその相続人となり、他方、昭和 15 年に Aが隠居して Dがその相続人となっ
た。昭和 29年にCが死亡し、遺産分割協議の結果、Yが本件建物を取得して現在まで居住している（建物の
所有権・占有がB→C→Yと移転）。Yは、「土地の使用の謝礼等」の意味で年二斗の米をD方に持参した。
昭和 41 年に Dが死亡し、X が相続して本件土地の所有権を取得した（土地所有権が A→D→X と移転）。そ
の頃、Yが米二斗をX方に持参したところ、Xは増額を要求してその受取を拒否した。詳細は不明であるが、
本件訴訟においてXは建物収去・土地明渡をYに訴求した（反訴でYは土地の所有権移転登記をXに訴求し
たようである）。 
判旨 詳細不明であるが、使用貸借の効力は認めた。「建物所有のための宅地の使用貸借の終期は、建物の所期の
用途にしたがつて使用を終った時であると解されるから（民法597条 2項、大判昭 13.3.10法学 7巻 949頁）、
このような場合、建物の使用が終らない間に借主が死亡しても、特段の事情のないかぎり敷地の使用貸借が当
然に終了するものではない。けだし、借主の死亡による使用貸借の失効を定める民法 599条は、使用貸借が借
主その人を考慮してその人に対してのみ貸与される場合が多いことを念頭において当事者の通常の意思を推
定した任意規定であるが、そのような個人的考慮を重視すべきでない建物所有を目的とする敷地の使用貸借に
ついて同条をそのまま適用するのは当事者の通常の意思に反するからである。」 
 本件「土地は B が A から使用貸借により借り受け、ついで C、Y が順次その使用借権を相続して、A の相
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続人 D との間にも円満に使用貸借を継続していたことが認められる。したがつて、D の死亡により使用貸借
は失効した旨のXの抗弁を採用することができない。」 
 本件は、当事者の孫同士の、謝礼「年米二斗」の増額をめぐる争いである。死亡によっては終了し
ないとする本判決によれば、次には「本件建物の利用が終了する時期」が問題になるが、使用貸借が
成立した明治 41（1908）年の建築物であれば、本件の紛争が始まった昭和 41（1966）年でも 60年近
く経過している。もしこの期間が基準ではなく、貸主の 2代目であるDの代まで「円満に使用貸借を
継続していた」ことが重要であり、かつ、それ以前に建物が建て替えられていたとすれば、その建物
と利用の状況が基準になるであろうか。 
 
 ［8］東京地判昭 56.3.12判時 1016号 76頁 
事案 Aは、本件宅地を含む本件土地をBから賃借して弟Cと工場を経営していたが、昭和 25年に、一緒に工場
経営に携わっていた A の長男 Dのために本件土地を B から買い受けた。昭和 25 年に C は本件宅地を、自己
及び家族の居住用建物を所有する目的で、D から使用貸借により借り受け、昭和 27 年頃に本件建物を建てて
家族と居住していた。ところが、昭和 29 年に D は、工場の X に対する金銭債務(600 万円）の支払に代えて
本件土地を買戻特約付きでXに譲渡し、昭和 31年に買戻期間経過により、本件土地の所有権は確定的にXに
帰属した。昭和 36年にCが死亡し、Cの妻E・子Y等（計 7人）が相続人となった。その後本件建物には、
昭和 50 年まで E が病臥し、その娘 Y 夫婦が E の面倒を見ながら居住し、その後は Y 夫婦が子二人と居住し
ている。Xは、昭和 52年に提起した本件訴訟で、Y等に対して建物収去・土地明渡を訴求した。 
判旨 請求棄却。「建物所有を目的とする土地の使用貸借においては、当該土地の使用収益の必要は一般に当該地
上建物の使用収益の必要がある限り存続するものであり、通常の意思解釈としても借主本人の死亡により当然
にその必要性が失われ契約の目的を遂げ終るというものではないから、本件のような建物所有を目的とする土
地の使用貸借につき、任意規定・補充規定である民法 599条が当然に適用されるものではない。」 
 「Y等は相続により本件建物を共有するに至ったものであるから、これと同時に本件土地の使用借権をも相
続したものと認められ、また…本件土地・建物の使用状況からすれば、本件においては、いまだ本件土地の使
用収益に必要な期間が経過したものと認めることはできない。」 
 本件の使用貸主と借主は、家業の共同経営者である甥と叔父である。土地の使用貸借成立後の土地
売却であるから、使用貸借の対抗力が問題にもなりうるが、買主Xが使用貸主としての地位を売主か
ら承継したことを認めており、Y側が対抗力を備えていることが前提になっていると思われる。 
 
 ［9］神戸地判昭和 60.7.31 判タ 567号 224頁 
事案 Xは、墓地を経営する権利能力のない社団A協会の会長として墓地を管理していた。大正 2年にXはBに
対して本件土地を休憩所建築の目的で使用することを承諾し、その後Bの妹Cが、Xの承諾を得てBの地位
を継承し、この休憩所に居住していた。Bは昭和 58年 4月に死亡し、詳細不明であるが、Xは翌年に提起し
た本件訴訟においてCの子Yに対して、建物収去土地明渡を訴求した。Yは、XとB・C間に賃貸借契約が
 当事者の死亡による使用貸借の終了 177 
 
成立していたと主張した。 
判旨 明渡請求認容（と思われる）。「（一）前記土地の貸主は墓地管理人、借主は墓地番人という特殊な関係に
あり、したがつて前記契約において、Bが建築した休憩所は、墓参者の休憩、墓地番人の居住の目的とするこ
とに限定されていたこと（二）CがXに対し、前記土地の使用料として支払っている金員は…当時の経済事情、
近隣の賃料と比較して著しく廉価であり、Xは、本件土地使用に対する謝礼の意味に解して右金員を受領して
いたものであることが認められ」るから、「X と B その承継人である C との間の前記土地に関する契約は使
用貸借であって、賃貸借ではないと解すべきである」。Cは「死亡したことが認められ、それによると、Xと
Cとの間の本件土地についての前記使用貸借は、民法 599条により効力を失ったものというべきである。」 
 本件は、墓地を管理する協会と墓地の番人という特殊な関係の事案ではあるが、借主の死亡により
使用貸借契約の終了が認められた例である。 
 
 ［10］東京高判昭和 61.7.30 判時 1202号 47頁 
事案 昭和 33年頃にXは本件土地を取得したが、同時に本件土地につき、Xの祖母の親族であるAを相手方とし
て、本件建物の所有を目的とする期限の定めのない使用貸借契約が成立した。本件建物は昭和 22 年以前に建
築され、賃借人Bが入居していた。昭和 52年にAが死亡してYが相続人となり、昭和 58年にBが退去して
本件建物は空き家になった。同年に提起された本件訴訟において、X は Y に対して建物収去土地明渡を請求
した。（原審は請求を棄却したようである。） 
判旨 原判決取消。（明渡請求認容だと思われる。）「本件使用貸借は、一応本件建物所有の目的であるが、民法
597条 2項の趣旨及び賃貸借との対比を考えると、本件建物が腐朽・消滅するまで継続すると解するのは相当
ではなく、ただ相当期間本件建物を存置するというものであるといわざるを得ない。…右のような目的の場合
も、借主の死亡による使用貸借終了（民法 599条）を排除しないと解すべきであるから、Aが死亡したことに
より一旦終了すべきところ、その後も、A を相続した Y らが本件建物を存置、所有することにX が異議を述
べなかったと認められるから、引続き前同様の使用貸借関係が X と Y らとの間に黙示的に生じたものと解す
べきである。」 
 Y自身は本件建物を直接に使用したことがなく、建物が古く「相当傷みがはげしいことが認められ…Yらの
借用以後でも 6 年余（A借用からは 25 年）を経過したことを合わせ考えれば、本件建物所有の目的はＢの退
去とともに完了し、Yらが本件土地を使用収益するに足りる期間を経過したものといわなければならない。」
本件訴訟におけるＸの解約申し入れにより、本件使用貸借は終了した。 
 本件のX（の祖母）とAとの親族関係の内容は不明である。賃借人のいる本件建物の所有権と土地
利用権をＡが取得した結果の意味は、A に賃料収入が生じることであると思われるから、賃借人が退
去して古く傷んだ建物の使用価値がなくなった時に使用貸借が終了すると見ることは妥当である。599
条により借主が死亡した時点で契約が終了した旨の判示は、相続人の使用を黙認したことで再度使用
貸借が成立したと見るのだから、本件訴訟の解決方法には影響がない判定である。 
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 ［11］東京地判昭 62.8.28 判時 1278.97 
事案 台湾出身の中国人Aは、日本人B女と婚姻し子Cを設けたが、さらにYを含む多数の女性と婚姻外の関係
を生じて十数名の子を設けた。昭和 22年頃にAは、BCの居住用として本件不動産を購入し、建物をA名義
で、土地をC名義で登記した。本件建物にはBCが居住していたが、昭和 23年頃にAは、Yとその子 5人を
本件建物に同居させた。この同居状態は、昭和 28年にCが夫Xと共に中国本土に帰国し、その翌年にBが死
亡するまで続いた。昭和 51年にCが死亡し、昭和 53年にAが死亡した。そこでXは、本件土地所有者Cの
相続人としてYに対して、建物収去・土地明渡を訴求した。 
判旨 明渡請求認容。「昭和 22年頃にCはAに対し本件建物所有目的で本件土地を無償で貸与した…。本件使用
貸借の終了原因の存否について。…本件土地の借主 A が死亡した…から、特段の事情がない限り、民法 599
条により本件使用貸借契約は効力を失ったというべきである。…Y は、貸主たる C において借主 A の他に現
実の使用者として Y 親子が別にいることを認識し、かつこれを許容していたのであるから、このような場合
には、借主が死亡しても民法 599条の適用はない旨主張する。しかしながら、そもそも使用貸借は貸主と借主
との間の信頼関係に基礎を置くものであり、それだからこそ民法 599条は、借主の死亡をもって使用貸借の終
了原因と定めているものであるところ、前記認定事実によれば、本件使用貸借は A と C との間の親子関係に
基づいて成立したものであって、Yとの間の身分関係ないしは信頼関係に基づいて成立し、継続してきたもの
ではないこと、Yは後に本件建物の一部に同居したものであるが、Cから本件土地そのものの直接の使用者と
して許容されたものではないことが窺われる上、その後、Cないしはその相続人とY親子との間に使用貸借の
継続を基礎付けるに足りるような信頼関係が成立したことを認めるに足りる証拠もない。」「なお…本件使用
貸借成立以来既に約 40 年を経過し、本件建物も著しく老巧化していることが認められるから、民法 597 条の
定める使用貸借の終了事由である「使用及ヒ収益ヲ為スニ足ルヘキ期間ヲ経過シタルトキ」にも該当すること
は、明らかである。」 
 本件は、放埒な亡父の後始末の問題である。いわゆる妻妾同居を嫌って中国に帰国した娘（C）の
夫が、いわば敵であるY親子を追い出そうとすることは自然の流れであろうから、使用貸借の継続に
要する信頼関係をCY間に見つけることはできないだろう。Yは、賃貸借の成立やXの相続権を争っ
たが、認められなかった。本件訴訟は、中国国籍を有し、上海で死亡したCの相続に関する準拠法、
および、中国法を適用する際に、X を含む相続人間の遺産分割協議に関する規制の内容が不明である
ことが争点となっているが、すべて割愛した。これらについては、小野寺規夫「本件判批」判タ 706
号 188頁を参照されたい。 
 
 ［12］東京地判平成 1.6.26 判時 1340号 106頁 
事案 Xは父Aから鋳物関係の問屋Bの経営を引き継いだが、昭和 20年の空襲で店舗建物が焼失した。そこで昭
和 24年にXは、居住していた木造建物を解体しその材料を用いて店舗兼従業員宿舎にする目的で本件建物を
建築（移築）した。移築後の本件建物にはXの妹Cとその夫で Bの従業員であるD（婿養子）および CD夫
婦の子Yが居住していた。Dは、昭和 43年にXと喧嘩してBを辞めたが、その後も本件建物に家族と共に居
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住を継続し、昭和 49年に死亡した。 
 昭和 62年の本件訴訟において、XはYに対して建物の明渡を訴求した。Yは、Dによる本件建物の所有権
取得、D死亡後のYによる所有権の時効取得等と併せて、使用貸借の成立を抗弁として主張した。 
判旨 明渡請求認容。昭和 24 年の移築後の本件建物の利用関係は、XD 間の使用貸借である。①D が B を辞めた
ことについて。「X が D に本件建物の使用を認めたのは、D が B の従業員であることを居住の条件としたの
ではなく、むしろ同人が妹Cの夫であることからその家族の住居を確保する必要があるとの配慮に出たものと
認められる」から、DがBを辞めたからといって直ちに使用貸借契約が終了すべきものであったとはいえない。 
 ②Dは昭和 49年に死亡したが、「しかし、本件建物の使用貸借は、右にみたようにXにおいてDの妻Cが
自己の妹であることからその住居を確保する必要があるとの配慮から認めたものであるから、このような配慮
が必要と認められる事情の存する限り、民法 599 条の規定にかかわらず、右使用貸借契約は D の死亡によっ
て直ちに終了するものではないというべきである。そして、D と C の間には Y 及びその姉の二人の子がある
ところ、長男であるYはA死亡の当時 24歳であっていまだ一家の生活を支えるに足る十分な資を得る年齢に
達していなかったことが認められる。したがって、A死亡の当時、Yらにおいて居住のためなお本件建物の使
用を継続すべき必要があり、Xによる前記のような配慮を肯認すべき事情がいまだ存していたとみるのが相当
である。そうすると、本件建物の使用貸借契約はDの死亡によっても終了しなかったものというべきである。 
 ③本件建物の使用貸借は「ほぼ 40年を経過することになった。そして、Yは 39歳になり妻帯し、会社員と
して稼働して、本件建物に母のCとともに居住していることが認められる。一方、Xは既に 70歳を越してお
り、体力的にもBの営業を続けて行くことが困難になっていることが認められる。 
 使用貸借が無償の利用関係であることを考えると、このように使用期間が 40 年になろうとして、しかも当
初予定していたCを含めDの家族の住居を確保するためにXの方で配慮しなければならないとの事情も変化
を来している現状の下では、…本件建物の使用貸借契約はその目的に照らし使用収益をなすに足るべき期間を
経過して終了したものとみるのが相当である。」 
 本判決は、使用貸借の目的が建物所有者の妹家族の住居を確保することにあったと認めて、その目
的が達成されるまで、借主である妹の夫の死後も使用貸借は継続することを認めた。しかし、本件訴
訟当時には使用貸借の目的は達成されていたと見て、契約の終了を認めた。 
 「借主は妹Cである」とY が主張しなかった理由は、「従業員宿舎」だから、従業員であった夫D
に居住権があったと解したのであろうか。Cを借主と見れば、Dの辞職もその死も契約に関係しない。
本判決は、D を従業員としてではなく妹の夫としての配慮があったと認定したことにより、実質上、
妹を契約の当事者と見たとも解せられる。 
 
 ［13］東京地判平成 5.9.14 判タ 870号 208 
事案 昭和 21 年に本件土地（甲）の払下げを受けるに当たり、A は、資金は自身が支出するものの、将来の相続
税を考慮して、跡取りとなる長男X（17歳）に贈与する意図でX名義で払い下げを受けてその登記を経由し、
X も贈与を受諾した。その後 Aは、特に X に承諾を求めることもなく、妻 B と本件土地上で農業を営み、A
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の健康上の問題と農地の宅地化の進展のために農業継続を断念せざるを得なくなると、昭和 35 年に本件土地
上にアパート（本件建物）を建てて家賃収入を得て生活していた。なお、Aは甲とは別の本件土地（乙）を所
有しており、Xは昭和 32年に、この乙土地上に工場を建ててY２製作所名義で登記し、製作所を営んでいた（こ
の結果、X所有の甲土地上にAの建物が、A所有の乙土地上にY２（X）の工場が存在することになった）。 
 Aは、本件建物の所有権と甲土地の使用借権を、Bおよび次男Y１に相続させる旨の遺言を残して、昭和 52
年に死亡した。さらにBは、本件建物の持分権と甲土地の使用借権をY１に相続させる旨の遺言を残して、昭
和 59年に死亡した。 
 X は、期限付き使用貸借の期間満了または借主の死亡により、使用貸借が終了したと主張して Y１に建物収
去・土地明渡を訴求した（第一事件）。これに対してY１は、乙土地の所有権を取得しており、X に対する使
用貸借が終了したこと等を理由に、Y２に対して乙土地上の工場建物収去・土地明渡を訴求した（第二事件）。 
判旨 両事件とも、請求棄却。 
 ①第一事件。Aが甲土地上に本件建物を建築することに対して、Xが何らの異議を述べずに黙認したことに
より、使用貸借が黙示の合意により成立したものと認められる。「そして、当該土地の利用状況が、その地上
に建物を所有してこれを利用している場合には、特段の事情のない限り、当該土地に関する使用貸借契約の使
用目的は建物所有にあると解するのが合理的であり」、本件使用貸借についても、右特段の事情を認めるに足
りる証拠はないから、「本件建物の所有を目的として成立したものと認めるのが相当である」。 
 「民法上、使用貸借契約は、借主の死亡によってその効力を失うとの規定が存する（同法 599条）。しかし
ながら、同規定は、使用貸借が無償契約であることに鑑み、貸主が借主との特別な関係に基づいて貸している
と見るべき場合が多いことから、当事者の意思を推定して、借主が死亡してもその相続人への権利の承継をさ
せないことにしたにすぎないものと解される。そして、土地に関する使用貸借契約がその敷地上の建物を所有
することを目的としている場合には、当事者間の個人的要素以上に敷地上の建物所有の目的が重視されるべき
であって、特段の事情のない限り、建物所有の用途にしたがってその使用を終えたときに、その返還の時期が
到来するものと解するのが相当であるから、借主が死亡したとしても、土地に関する使用貸借契約が当然に終
了するということにはならないというべきである。」 
 ②第二事件。Xが昭和 32年 4月にY２製作所を創業し、乙土地上に本件工場を建築するに当たり、Aは、長
男である X に対して、親子の情宜から本件乙土地を無償で使用することを認めたものと推認するのが相当で
あり、少なくともそのころ、A と X との間で乙土地に関する使用貸借契約が成立したものと認められ、また
Y2 製作所が法人化されたことに伴い、右使用借権は Y２製作所に承継され、この点について A が特に異議を
述べたものとは認められないから、Aは、Y２製作所が使用借権を承継することを容認したものと認められる。
そして、前記のとおり当該土地の利用状況がその地上に建物を所有してこれを利用している場合には、特段の
事情のない限り、当該使用貸借関係の使用目的は建物所有にあるものと解され、しかも本件においては、Aは、
乙土地を子である X が営む事業のための本件工場建築のために使用させたものと推認されるのであるから、
乙土地の使用目的はXの経営する企業のための本件工場の所有にあると認められるのであって、他にY２製作
所の経営主体が X ではなくなる等の特段の事情がない限り、乙土地の使用貸借契約も本件工場が存続してい
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る限りは存続しているものと解するのが相当である。したがって、X が代表者である Y２制作所が現に本件乙
土地上に本件工場を所有して同地を占有している以上、乙土地の使用貸借契約は未だ終了していないというべ
きである。 
 本件では、父親 A から長男 X が取得した甲土地上に次男 Y１が所有する建物が存在し、逆に Y１が
所有する乙土地上にXが代表者であるY２製作所の工場が存在している。相互にAの死亡を理由に使
用貸借の終了を主張したが、両者とも裁判所に否定された。それぞれの建物の使用期間が終了するま
でこの状況が継続することになる。 
 Y１が乙土地の所有権を A から取得した経緯が不明であるが、A の配慮の足りなさが死後の兄弟の
紛争を招いている。甲土地はかなり広いようであるが、その一部である本件建物の敷地と乙土地の交
換をAの生前に実現させるべきであったし、その方向での解決を目指すしかないように思われる。 
 
 ［14］東京地判平成 7.10.27 判時 1570号 70頁、判タ 910号 167頁 
事案 昭和 38年に東京に転勤したAが、その妻Yを含む家族と一緒に暮らす住居が必要になった。Yの兄Xが自
宅のある土地を所有しており（世田谷区三軒茶屋に 491平米）、XY兄妹の両親が、この土地の一部にバラッ
クを建ててAY家族を居住させた。Aは建物の建築費用として 22万円をXYの母Bに支払ったが、家賃・地
代は払わなかった。昭和 45年にXは、自宅を増築するためにAY家族が居住する建物を撤去する代わりとし
て、X所有の同じ土地上にある離れをAY家族に提供することになり、Aは、これに自己の費用で増改築をし
て居住した。その後もAは、Xに対して地代や家賃を払っていない。昭和 53年にAは、居住建物が老朽化し
たので、X の承諾を得て建物を取り壊し、1500 万円の費用を投じて同じ敷地（本件土地：46 平米）上に木造
二階建ての本件建物を建てて家族と共に居住し、保存登記を経由した。 
 平成 3年にAが死亡した。Xは、平成 4年頃からYに建物収去・土地明渡を求め、1000万円程度の金銭支
払を含めた折衝をしたが、Yが応じないために本訴を提起し、①Aの死亡による使用貸借の終了、または、②
使用収益をなしうる期間の経過と解約申入れによる終了を主張した。これに対してY１は、①使用借主はAと
Yであったこと、または、②借主死亡後の使用貸借の存続を主張した。 
判旨 請求認容 ①Yは使用借主ではない。「Aは、Xの実妹であるYの夫という身分関係の下で本件建物を建築
して、本件土地を使用するについて権利金や地代等金銭の授受が行われていないこと、本件建物の建築費用は
Aが出捐し、A名義で所有権保存登記が経由されていることなどからすれば、XはAに対し、本件土地を木造
建物所有の目的で使用貸借したものと認められる。」 
 ②599 条は適用されない。「本件土地の使用貸借は A と Y ら家族の居住を確保するために行われたもので
あること、借主はAであるとはいえ、妻がXの妹であるという関係から無償の使用貸借を得られたのであり、
いわば Y を介して使用貸借をするに至る特別な関係が成立していることなどの事情を勘案すれば、本件土地
の使用貸借については右条項は適用されないと解するのが相当である」。 
 ③すでに使用収益をなすべき期間は経過した。「Yの長女は結婚して夫の社宅に居住しており、本件建物に
はY一人が居住している。」「Xは、永年東京都に奉職してきたが、昭和 58年 6月に中央区助役を最後に退
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職した。その後、老後の生活設計とあわせて相続税の対策を講じる必要から、X所有地全体を更地とし、その
跡に五階建程度の自家用住宅、賃貸用共同住宅、店舗を建築し、その賃料収入をもって建築資金の返済をなし
つつ自らの生計を維持していく計画を立てた。ところが、本件土地は、道路側に面し、X所有地への入口の相
当部分を占めているため、その返還を求めて X 所有地を一体として利用しなければ同計画を実現し難い状況
にある。そこで、XはYに対し、平成 4年 7月ころから右計画への協力を求めて本件土地の明渡しを要求し、
その代償として 1000 万円程度の金銭の支払や新たに建築する建物の一室を住居として提供するなどの条件を
提示したが、結局、Yの容れるところとならなかった。」「本件土地の使用貸借に至る経緯やその期間、更に
は借主である A がすでに死亡したことなど本件に顕れた諸般の事情を考慮すれば…すでに使用収益をなすに
足るべき期間は経過したものと解することができる。」Xの解約申し入れにより使用貸借契約は終了した。 
 本件では、建物所有を目的とする土地の使用貸借につき、借主の死亡による終了を否定したが、使
用収益をなすべき期間の経過と貸主からの解約申し入れによる終了を認めた。X が土地所有権を取得
した経緯が不明であるが、兄妹の相続争いが背景にあると思われる。貸主側に解約申入の正当理由が
あり、賃貸借であっても解約できた状況であったように思われる。 
 
 ［15］東京高判平 13.4.18 判時 1754号 79頁、判タ 1088 号 211頁  
事案 本件建物の所有者 Aの夫B に認知されたC は、AB 夫婦の「子供として育てられ」、B が死亡しYと婚姻
してからも、CY夫婦は本件建物で 23年間Aと同居していたが、平成 5年にAの子XがAを引き取り、平成
8年に（判タの紹介記事による）Aが死亡した。Xを含むAの相続人 6人が本件建物の明渡をCに訴求し、C
が死亡したため本件建物に居住するCの相続人Y等が訴訟を承継した。 
 原審で Y 等は、①本件建物を C が A から代物弁済により取得したこと、②AC 間の賃貸借または使用貸借
の成立等を抗弁として主張した（判タの紹介記事による）。原審が X 等の明渡請求を認容したので、Y 等が
控訴した。控訴審でY等は、①借主Cの相続人が死亡するまでという期限付き使用貸借がAC間に成立した、
②期限付き使用貸借は借主Cの死亡によって終了しない等を主張した。 
判旨 原判決一部取消。X等の請求棄却。「AとCとが本件建物について明示の使用貸借契約を締結したことを認
めるに足りる証拠はない。しかし、Cは AとBとの実子同然に育てられてきたこと、C及びYら一家は遅く
とも昭和 45年から長年本件建物を住居として生活し、その間平成 5年までAと同居してその面倒も見ていた
こと、平成 5年 9月にAはXに引き取られることとなり、Yら一家との同居は終わったが、以後もAがC一
家に本件建物の明け渡しを求めたことがないこと等に鑑みれば、Aは、同人が本件建物から出て行った後もC
らが本件建物に居住し続けることを黙認していたと認めることができ、そのころ A と C との間で黙示的に本
件建物の使用貸借の合意が成立したものと解することができる。」 
 「民法 599条は借主の死亡を使用貸借の終了原因としている。これは使用貸借関係が貸主と借主の特別な人
的関係に基礎を置くものであることに由来する。しかし、本件のように貸主と借主との間に実親子同然の関係
があり、貸主が借主の家族と長年同居してきたような場合、貸主と借主の家族との間には、貸主と借主本人と
の間と同様の特別な人的関係があるというべきであるから、このような場合に民法 599条は適用されないもの
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と解するのが相当である。」「YらはCから使用貸借契約の借主としての地位を相続により承継し、他方、X
らは A から使用貸借契約の貸主としての地位を相続により承継したものというべきである。したがって、Y
らは本件建物を占有する正当な権原を有する」。 
 本件では、認知された婚外子が父の死後も父の妻と同居を続けた場合には、父の妻と婚外子の間に
使用貸借が成立し、さらに婚外子の家族との間にも特別な人的関係が発生していたと認定された（明
治民法下であれば嫡母と庶子の親族関係が生じた）。婚内子が、母をその亡くなる３年前に引き取り、
死後直ぐに婚外子に対して明渡を訴求している。23年間同居していた家族の居住権を守るためには、
本判決の構成が必要になる。ただし、建物の使用貸借だから、解約申し入れを制限することは難しい
だろう。 
 
 ［16］東京高判平 25.9.27 判タ 1393号 170頁 
事案 昭和 3年に家督を相続したAは、昭和 43年に国から本件土地を含む一筆の土地の払い下げを受けた。しか
し、本件土地上には弟Bが所有権を取得し、昭和 32年に保存登記を経由している建物があった。平成 4年に
Aは本件建物の所有権を主張してBに対する訴訟を提起し、平成 5年にBが死亡してBの相続人Yが訴訟承
継したが、「休止満了による取下げ擬制」により、訴訟は終了した(民訴 263条：双方が弁論期日に欠席し、1
ヶ月以内に期日指定の申立がないときは、訴え取下げが擬制される）。しかしその後 A が死亡し、A の相続
人 X が土地所有権に基づき、Y に対して建物収去・土地明渡を訴求した。Y は、土地の①所有権取得、②地
上権の取得または時効取得、③使用借権の取得または時効取得、または、④Xの権利濫用を抗弁として主張し
た。原審は、Yの主張をすべて否定してXの請求を認容した。 
判旨 破棄自判。Yの使用借権の時効取得が認められる。土地所有者であったAは、Bの建物使用による土地の占
有を認めており、AB間には使用貸借契約が成立していた。借主であるBが死亡したため民法 599条によりこ
の使用貸借契約は終了したが、しかし、「このような法律の定めを知らないYは、Bの権利義務を相続により
取得したことから、Bの使用借権をそのまま承継したものと考えて本件土地の占有を開始し」、AもXも平成
22年に本訴を提起するまでYの占有を認めていたから、Yは使用借権を時効取得した。 
 本判決は、AB 間の使用貸借契約の成立を認定したうえで、借主 B の死亡による契約の終了を認め
た。しかし、契約終了後の相続人による使用借権の時効取得を認めて、明渡請求を棄却したから、「借
主の死亡による使用貸借契約の終了」の認定は、事案の解決方法としては重要ではない。また、使用
借権の時効取得を認めても、貸主Ｘからの解約が可能であり、その場合には「建物所有を目的とする
土地の使用貸借の解約」の可否が問題となる。したがって、紛争の実質的解決は先延ばしにされたに
過ぎないともいえる。なお、本件建物は共同住宅であり、賃料収入をめぐる争いであると思われる。 
 
 小括  599 条に関する判決を一覧表にした７。ここに整理した 16 件の判決は、すべて不動産の使
用貸借の事案である。建物の使用貸借が 4件（［1］［2］［12］［15］）、土地（墓地を含む）の使
用貸借が 12件（［3］［4］［5］［6］［7］［8］［9］［10］［11］［13］［14］［16］）である。 
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599 条に関する判決一覧 
判
決 
〇控訴審 
◎上告審 
元貸主 元借主 現貸主 現借主 目的不動産 使用目的 
1  大津地判 
昭和 30.4.7 
養子 養父 養子（元貸主） 養父の「妾」と子
供 
建物 居住・カフェ経営 
2 ◎最判 
昭和 32.8.30 
会社経営者 従業員 貸主の相続人 借主の妻 建物 居住 
3  東京地判 
昭和 39.5.25 
学園 生徒の祖父・
学園の協力者 
学園 借主の子 土地（校舎
建設予定
地） 
通学用宿舎 
4 〇仙台高判昭
和 39.11.16 
寺 部落民 寺（住職は数代に
わたる） 
借主の継承者 土地（墓地） 墳墓 
5 〇大阪地判昭
和 40.4.24 
近隣住民 近隣住民 貸主の相続人 借主の相続人 土地（地下
隧道） 
引水管設置 
6 ◎最判 
昭和 47.7.18 
夫 妻（戸主） 夫妻の息子（家督
相続人） 
夫妻の娘（受遺
者） 
土地 建物建築・居住 
7 〇大阪高判昭
和 55.1.30 
他人（提供
を懇望） 
他人 貸主の孫 借主の孫 土地 建物建築・居住 
8  東京地判 
昭和 56.3.12 
甥 叔父 貸主の債権者（買
主） 
借主の相続人（7
名） 
土地 建物建築・居住 
9  神戸地判 
昭和 60.7.31 
墓地経営者 墓地の番人 墓地経営者 借主の妹（承継
者）の子 
土地（墓地
の一角） 
休憩所・住居 
10 〇東京高判昭
和 61.7.30 
親族の孫 祖母の親族 貸主 借主の相続人 土地 建物所有（家賃収入
か） 
11  東京地判 
昭和 62.8.28 
子 父（実質的に
は子と母） 
貸主（子）の夫 父の愛人と子 土地 建物所有・居住 
12  東京地判 
平成 1.6.26 
経営者（妻
の兄） 
従業員（妹の
婿養子） 
貸主 借主の子 建物 店舗兼従業員宿舎 
13  東京地判 
平成 5.9.14 
①長男 ②
父 
①父 ②長男 ①貸主（長男） 
②受遺者（次男） 
①受遺者（次男） 
②長男 
土地 ①農業・建物所有（家
賃収入） 
②工場経営 
14  東京地判 
平成 7.10.27 
妻の兄 妹の夫 貸主（兄） 借主の妻（貸主
の妹） 
土地 建物所有・居住 
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15 〇東京高判平
成 13.4.18 
父の妻 夫に認知され
た子 
貸主（父の妻）の相
続人 6人 
借主（夫の子）の
妻子 
建物 居住（同居） 
16 〇東京高判平
成 25.9.27 
兄 弟 貸主の相続人 借主の相続人 土地 建物所有（共同住宅） 
 
 （一覧表の続き） 
判
決 
契約時 死亡時 紛争時 死亡 明渡 判示内容 
1 昭和 9 昭和 20 昭和 29 終了 〇 死亡後は、居住を正当とする理由はなくなった。 
2 昭和 18,19 不明 昭和 28   〇 死亡後は、使用・収益の目的を定めない契約になる。 
3 昭和28年9
月 
昭和 28年
10月 
昭和 31   〇 死亡後の使用の継続を貸主が黙認したから、契約が継続された。しか
し、その目的は達成された。 
4 明治 35   昭和 33 継続 × 墳墓の性質から、599条の適用を廃除する特約が存すると解すべきで
ある。 
5 明治 45 昭和 22 昭和 31 継続 〇 水道が整備されて必要性がなくなった。（借主の死亡は問題になって
いない。） 
6 昭和 9 昭和 20隠
居・昭和 35
死亡 
（昭和 40頃
か） 
継続 不明 夫婦間での無償の不動産使用関係として、地上権のような強力な権
利関係を設定したと認めるためには、特段の事情が必要。（借主の隠
居・死亡は問題になっていない。） 
7 明治 41 2代：不明､
昭和 29 
昭和 41 継続 × 建物所有のための土地の使用貸借の終期は建物使用の終期である
から、599条は適用されない。 
8 昭和 25 昭和 36 昭和 52 継続 × 建物所有のための土地の使用貸借は、建物の使用収益の必要があ
る限り存続する。任意規定である 599条は適用されない。 
9 大正 2 昭和 58 昭和 59 終了 〇 使用貸借だから、599条により効力を失った。 
10 昭和 33 昭和 52 （昭和 58）
（賃借人退
去後） 
終了 〇 借主死亡により終了したが、相続人の使用に異議を述べなかったか
ら、前同様の使用貸借が成立した。しかし、建物の状況から使用収益
期間は終了した。 
11 昭和 22 昭和 53 昭和 58 終了 〇 ①借主の死亡により終了した。②現占有者と貸主との間に信頼関係
はないから、使用貸借は成立しない。③建物老朽化により使用収益期
間を経過した。 
12 昭和 24 昭和 49 （昭和 62） 継続 〇 妹家族の居住を確保する配慮によるから、借主死亡時には終了して
いない。その後に必要性がなくなり、使用収益期間経過により終了し
た。 
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13 ①昭和 21 
②昭和 32 
①昭和 52 
②昭和 59 
（平成 2） 継続 × 建物所有を目的とする土地の使用貸借は、借主の死亡により当然に
は終了しない。 
14 昭和 38、45 平成 3 平成 4 継続 〇 建物所有を目的とする土地の使用貸借には599条は適用されない。し
かし、使用者Yと所有者Xの状況から、使用収益をなすべき期間は経
過した。 
15 昭和 26 平成 8 （平成 10年
頃） 
継続 × 認知された婚外子が父の死後も父の妻と同居を続けた場合には、父
の妻と婚外子の間に使用貸借が成立し、さらに婚外子の家族との間
にも特別な人的関係が発生していたから、借主の死亡により終了せ
ずに、相続された。 
16 昭和 43 平成 5 平成 4 終了 × 借主死亡により終了したが、これを知らない相続人が使用借権を時効
取得した。 
 
 借主の死亡による使用貸借の終了を認めた判決は 5件あり、このうち明渡請求を認容した判決は以
下の 4件である。判決［1］では、借主である養父が、継続的情交関係のあるYを呼び寄せて 11年間
同居し、養父の死後も居座っていたケースである。判決［9］は、墓地の経営者と番人との間の、墓参
者の休憩所兼番人の住居がある土地の使用貸借であり、50年以上経過し、3代目となる番人に対する
明渡請求であった。判決［10］では、借主死後の相続人による使用に貸主が異議を述べなかったこと
を理由に、前と同様の使用貸借が成立したと認定し、しかし建物の老朽化等の理由で土地の使用収益
期間を経過したと判決されたケースである。建物には賃借人が居住を続けていて、相続人には居住の
必要性がなかった。判決［11］は、いわゆる妻妾同居を嫌って別居した婚内子の遺族からの明渡請求
であった。 
 以上のように、借主死亡による契約終了を理由に明渡を認容した判決の事案は、かなり特殊であり、 
借主側にやや問題があるか、少なくとも後の学説が問題にするような借主保護の必要性が高いケース
とは異なっている。 
 借主が死亡したにもかかわらず、使用貸借の継続を認めた判決は 9件ある。借主が死亡しても終了
しない旨の特約に言及するのは、判決［4］であるが、墳墓の承継の事案であった。借主の死亡が問題
とされなかった判決が 2 件ある（［5］,［6］）。次に、判決［7］は「建物所有のための宅地の使用
貸借の終期は、建物の所期の用途にしたがつて使用を終った時である」と判示し、その後同旨の判決
が続いた(［8］,［13］,［14］)。これに対して判決［12］は建物の使用貸借であり、家業の経営を継
いだ兄が妹夫婦に従業員宿舎を使用させた事案で、妹の住居を確保する配慮から使用貸借を認めたと
解して、夫である従業員の死後も、妹と同居している子に対する明渡請求を棄却した。借主の認定の
問題になる。さらに、判決［15］は、やはり建物の使用貸借で、借主の家族と貸主の間にも、借主本
人と同様の特別な人的関係がある場合には 599条は適用されないと解して、使用借権の相続を認めた。 
 このように土地の事案では建物の使用収益期間を理由とし、建物の事案では人的関係を理由として、
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借主の死後の使用貸借の継続を認めている。当事者の意思推定によるのだから、黙示の特約を認めた
と同じことになると思われる。 
 
４ 学説 
（１）死亡により終了する理由と終了の効果  一般に学説は、借主の死亡により使用貸借が終了す
る理由を、当事者間の特殊な人間関係に基づいた無償契約であるからと説明し８、より具体的には、貸
主の好意の対象として借主が個人的に特定された無償契約であるからだと説明する９。ただし、借主
が死亡しても終了しない特約を認めるから、上記の人間関係から推定される当事者の意思に基礎が求
められているといえる。 
 使用貸借の終了には、明文規定はないが、遡及効がないことが当然視されている。雇用や委任に準
用されている賃貸借の規定（620条）の類推適用と説明されている１０。 
（２）使用貸借の終了と貸主からの明渡請求に関する議論 
 判例の事案はすべて不動産の使用貸借であったが（前記３）、学説においても、不動産の使用貸借
の終了をめぐる紛争において、どの範囲の使用借主を、どのような構成で保護すべきかが議論されて
きた１１。 
 まず、親族間の不動産利用関係は、親族という紐帯を基礎とした扶養的機能をもった使用関係であ
り、法律構成としては使用貸借としてとらえることができるが、解釈に際しては、使用貸借契約の背
後にある、扶養共同体的なつながりを評価せざるを得ないことが指摘された１２。そして、貸主が借主
とその同居家族を扶養することを使用貸借の目的とする場合１３、または、貸主が借主の相続人に対し
ても扶養義務を負う場合には、借主の死亡によって使用貸借は終了しないと解する説もあった１４。さ
らに、近親者間での建物所有のための土地の使用貸借では、建物の存続する限り敷地を使用させる旨
の特約があると認めるべきである旨が主張された１５。 
 その後、石田は、まず、近親者間の不動産の使用貸借を想定して、当事者の意思推定により、借主
の死亡によっては使用借権は消滅しないこと、および、貸主の死亡によって使用貸借は賃貸借に転化
すると解すべきこと主張し、さらに、親族間のみならず特殊な人的関係に基づく不動産の使用貸借に
ついても同様に解すべきことを主張した１６。 
 さらに村田は、石田説の方向性を支持したうえで、不動産の貸借関係はすべて借地借家法の適用を
受けると解すべきであると主張し、その理由を次のように説明した。すなわち、不動産の貸借関係は、
対価的出捐を伴う契約関係基礎としているが、使用貸借は、当事者が社会的に密接な関係にあるため、
貸主が借主の対価の支払いを免除し、または請求権を放棄していると解される。当事者の関係が消滅
し、または貸主の意思が変われば通常の賃貸借契約になる。以上のように説明した１７。また、近江は、
石田や村田が主張するように使用借主を「賃借人として保護」するために、貸主側から賃貸借契約へ
転化させる旨の主張があれば認めるべきであると主張する１８。 
 なお、以上に対して、599 条は無償契約の顕著な特性である一身専属性を示した当然の規定である
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から、建物所有を目的とする土地の使用貸借についても、借主の死亡により原則として使用貸借は終
了すると解すべきであると主張する見解もある１９。 
 
５ おわりに  
 近時の学説は、借主の相続人等の現占有者を保護する必要性を認めて、そのための法律構成を検討
している。賃貸借への転化を主張する石田説が有力化していると言えるが、ただし判例の現状からは、
死亡により終了しない特約の存在を認めたり、相続人による新規契約の成立を認めることにより、使
用貸借の継続を認めることが限界になっている。貸主が明渡を請求している状況で使用貸借の存在を
認めても、借主の実質上の保護は実現困難であろう。 
 借主の死亡により生じる使用貸借契約の「終了」は、使用収益の正当化事由の非遡及的消滅を意味
しており、正当な解約（告知）があったことと同じ効果がある。ただし、死亡による終了には、さら
に告知が必要であるとすれば、解約告知を正当化する効果があるというべきであるが、学説は論じて
おらず、判例には両者がある。明渡請求には告知が含まれるだろうから、実質的な紛争の解決にとっ
て議論の実益はないが、借主死亡後・明渡請求までの不当利得の問題には影響しうる問題である。 
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